
 

 

 

 

 

 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案概要 

Ⅰ．総則（第１条～第６条） 

目的 教育基本法及び児童の権利に関する条約等の趣旨にのっとり、不登校児童生徒に対する教育機会の

確保、夜間等において授業を行う学校における就学機会の提供その他の義務教育の段階における普通 

  教育に相当する教育の機会の確保等を総合的に推進 

基本理念 

１ 全児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、学校における環境の確保 

２ 不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ、個々の状況に応じた必要な支援 

３ 不登校児童生徒が安心して教育を受けられるよう、学校における環境の整備 

４ 義務教育の段階の普通教育に相当する教育を十分に受けていない者の意思を尊重しつつ、年齢又は国籍等に 

かかわりなく、能力に応じた教育機会を確保するとともに、自立的に生きる基礎を培い、豊かな人生を 

送ることができるよう、教育水準を維持向上 

５ 国、地方公共団体、民間団体等の密接な連携 

国の責務、地方公共団体の責務、財政上の措置等について規定 

Ⅱ．基本指針（第７条） 

１ 文部科学大臣は、基本指針を定め、公表する 

２ 作成又は変更するときは、地方公共団体及び民間団体等の意見を反映させるための措置を講ずる 

Ⅲ．不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等（第８条～第 13 条） 

 国及び地方公共団体は、以下の措置を講じ、又は講ずるよう努める 

１ 全児童生徒に対する学校における取組への支援に必要な措置 

２ 教職員、心理・福祉等の専門家等の関係者間での情報の共有の促進等に必要な措置 

３ 不登校特例校及び教育支援センターの整備並びにそれらにおける教育の充実等に必要な措置 

４ 学校以外の場における不登校児童生徒の学習活動、その心身の状況等の継続的な把握に必要な措置 

５ 学校以外の場での多様で適切な学習活動の重要性に鑑み、個々の休養の必要性を踏まえ、不登校児

童生徒等に対する情報の提供等の支援に必要な措置 

Ⅳ．夜間等において授業を行う学校における就学の機会の提供等（第 14 条・第 15 条） 

１ 地方公共団体は、夜間等において授業を行う学校における就学の機会の提供等を講ずる 

２ 都道府県及び区域内の市町村は、１の事務の役割分担等を協議する協議会を組織することができる 
 構成員：①都道府県の知事及び教育委員会、②都道府県内の市町村長及び教育委員会、③民間団体等 

Ⅴ．教育機会の確保等に関するその他の施策（第 16 条～第 20 条） 

１ 実態把握及び学習活動に対する支援の方法に関する調査研究等 

２ 国民の理解の増進 

３ 人材の確保等 

４ 教材の提供その他の学習の支援 

５ 学校生活上の困難を有する児童生徒等からの教育及び福祉をはじめとする各種相談に総合的に対応

する体制の整備 

Ⅵ．その他 

１ 公布日から２月後に施行（Ⅳ.は、公布日から施行） 

２ 政府は、速やかに、必要な経済的支援の在り方について検討し、必要な措置を講ずる 

３ 政府は、多様な学習活動の実情を踏まえ、施行後３年以内に検討を加え、教育機会の確保等の在り

方の見直しを含め、必要な措置を講ずる 


